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私立学校振興対策の推進 【予算額 4,666,424千円】

事業のねらい

県民に多様な修学の機会を提供し公教育の一翼を担う私立学校の振興のため
学校法人の経営の健全化、修学上の保護者の経済的負担の軽減を図る。

事業の内容

１ 私学経営安定事業 3,256,719千円

私立学校振興補助金 3,252,611千円
学校法人が設置する私立学校の経営の健全化と保護者の経済的負担
の軽減を図るため、私立学校の人件費等経常的経費に対して助成する。

生徒・児童・園児一人当たり補助単価
高等学校（全日制・定時制） 315,000円
高等学校（通信制） 68,000円
中学校 269,000円
小学校 260,000円
幼稚園 165,000円

２ 保護者負担軽減補助事業 1,248,036千円

(1) 私立高等学校特別修学補助金 147,868千円
県内の私立高等学校に在籍する生徒の保護者の経済的負担の軽減を
図るため、私立高等学校が保護者の所得に応じて授業料を減免した場
合に助成する。

生徒一人当たり補助単価
年収250万円未満程度 106,000円
年収250～580万円未満程度 75,000円

（全日制・定時制高校の場合）

(2) 高等学校等就学支援金交付金 1,096,881千円
私立高等学校等の生徒について、高等学校等就学支援金として一定
額(118,800円）を助成することにより、教育費負担の軽減を図る。
(低所得世帯の生徒については、所得に応じて、1.5～2倍した額を上限)

生徒一人当たり支給上限額
年収250万円未満程度 237,600円（2倍）
年収250～350万円未満程度 178,200円（1.5倍）
上記以外 118,800円



私学経営安定事業　　　：３，２５６，７１９千円

保護者負担軽減補助事業：１，２４８．０３６千円

※ 補助単価は、実際に支払う授業料額が上限となること等からこのとおりの金額にならない場合があります。

※ 所得区分はめやすであり、実際には、市町村民税所得割額に基づき判定されます。

私立学校振興対策の推進

　　　　　　　　○　学校法人の経営の健全化　　　○　保護者の授業料負担の軽減

生徒

学校

保護者負担軽減補助事業

○私立高等学校特別修学補助金
　　　　　　　　　　　      　    147,868千円
保護者の所得により高校が授業料を減免した場合に助成

○高等学校等就学支援金交付金
　　　　　　　　　　　        　1,096,881千円
私立高校等に在籍する生徒に一定額を助成

私学経営安定事業

○私立学校振興補助金
　　　　　　　　　　　          3,252,611千円
高校の人件費等の経常的経費に対して助成
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事業のねらい

（高校平均授業料を34万円とする）
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生徒・児童・園児一人当たりの学校への補助単価

高等学校（全日制・定時制）  315,000円
高等学校（通信制）           68,000円
中学校                      269,000円
小学校                      260,000円
幼稚園                      165,000円 約34万円

（授業料無償化）

年収250万円未満の

世帯の生徒について

は約34万円を上限

に助成

私立学校振興補助金

生徒一人当たり補助単価（年額）        補助単価
 
 所得区分 

私立高等学校 
特別修学補助金(県) 

高等学校等 
就学支援金（国)

合  計 

年収250万円 
未満程度 

106,000円 
 

237,600円 343,600円

250~350万円 178,200円 253,200円年収250～580万円
未満程度 

75,000円 
 350~580万円 118,800円 193,800円

 

上記以外              - 118,800円 118,800円

 

 高等学校等就学支援金交付金・私立高等学校特別修学補助金 （全日制・定時制）

（全日制･定時制）

保護者の年収別生徒一人当たりの補助単価



～ 県 と 市 町 の 施 策 ・ 事 業 の あ り 方 を 見 直 す た め の ～

事 業 仕 分 け 実 施

【予算額　１，９００千円】

1.仕分けの目的

 　・ 個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現を目指し、自らの地域のことは
　　自らの意思で決定する社会を滋賀で確立する。（県行財政改革方針の理念）
　
  ・ そのため、県と市町の施策・事業のあり方を見直し、県と市町の間で「事務
　　の共同化」「二重行政の排除」「補助金など県の関与のあり方の見直し」
　　「事務・権限の移譲」を実現する。

2.仕分けの概要

　○仕分けの進め方を市町とともに検討
　　・会議の構成やスケジュール、仕分け委員の構成や選出方法などを
　　　市町とともに検討
　　・県の事務事業について市町とともに検討し、対象となる項目を
　　　決定

　○対象を絞り込んで実施
　　・課題となる事務事業を抽出して、３０～４０項目程度に絞り込み
　　　集中して実施

　○県と市町の施策・事業のあり方の見直しに寄与
　 　・事務の共同化、関与のあり方の見直し、権限の移譲などの方向性
　　　を決定

　○公開の場で実施

3.仕分け結果の反映

県と市町で結果を整理した上で市町と協議しながら実施

資－総務２

経営企画室
内線３２９０



自治振興交付金 

 

 

 

 

 

 

 

 

○対象事業 

 

予算額 530,000千円 

 地方分権が進展するなか、市町がより一層の自主性、主体性を発揮した施策を展開し、県と

してもそれを支援するため、「限られた財源を有効に活用できる仕組み」として、市町向け県

単独補助金を交付金化し、事業間の予算区分がなく、市町の自主的な判断による弾力的で自由

度の高い事業実施が可能な制度として実施するもの 

資―総務３ 

自治振興課 

内線３２３１ 



・実施事業は市町が自
由に選択

・事業の追加・変更も
市町の判断で

・事業着手等を弾力化
・手続きの簡素化

一般事業

４１事業

特定事業
(取組を特に促進)

１０事業

自治振興交付金

各事業の算入対象経費、算入率、算入限度等は、基本的に
以前の補助制度を引き継ぐ。

平２３ ５３０，０００千円

県 市 町

算入上限見込額

市町ごとにあらかじめ試算
通知

上限額設定の視点
・過去３年の事業実績との均衡
・財政規模、財政力を考慮
・小規模町へ配慮

予算編成

算入上限見込額を勘案し、
実施事業を自由に選択

特定事業の算入額総額

一般事業の算入額総額 × ０．９

＋

算入上限額を限度に配分

県予算決定

交付金総額および
算入上限見込額の決定

事業計画書

市町予算に基づき
事業計画書を作成・取りまとめ

事業実施

提出

交付金算定

事業計画書により
交付金を算定

交付決定
事業の追加・
変更は市町の
判断で

事業実績報告書

事業の実施結果を取りまとめ
提出

調整

事業実績により交付金を再算定、
次年度以降の交付金で調整



地域定住支援システム構築事業

■目的

中山間地域の集落や町家が密集する中心市街地など、過疎や高齢化が進む地域では、コミュニティ機能
の低下が懸念されている。
一方、近年の自然志向の高まりや農へのあこがれなどから、田舎暮らしや町家暮らしを求めて、都市から
地方へ移り住みたいというニーズが高まっている。
そこで、過疎や高齢化が進む地域ににぎわいを呼び戻し、集落機能の維持や地域の活性化を図るため、
地域で増え続けている空き家や空き地などの活用を促し、都市からの移住・交流居住の受け入れを行う地
域定住支援システムの構築を行う。

■しくみと役割分担

■地域定住支援民間組織の業務内容

・田舎暮らし体験ﾜｰｸ
ｼｮｯﾌﾟ
・田舎暮らしﾌｪｽﾀ
・さまざまな交流会

・都市部でのﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ
・移住希望者等ﾘｽﾄの
整備
・ﾌﾞﾛｸﾞ、ﾆｭｰｽﾚﾀｰ

(例）
・田舎暮らし体験住宅の建
築販売事業の立ち上げ
・空き家等の紹介、斡旋
・ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑ、田舎暮ら
し体験旅行の商品化

■各地域の実施計画

●湖北地域

●湖西大津地域

●湖東地域

自
立
的
展
開
へ

地域定住支援システム構築事業

地域定住支援システム構築事業

地域定住支援システム

構築事業

モデル事業
（滋賀県・県立大学）

定住自立圏形成
（湖東１市４町）

若者定住施策
（高島市）

H19 H20 H21 H22 H23

●「暮らす」「働く」「つながる」機会 ●効果的効率的な情報発信 ●移住交流ビジネスの立ち上げ

移
住
・交
流
の
促
進

都市部
地 方

移住先集落等

地域定住支援民間組織 地元自治体

情報提供

連携

滋賀県

業務委託

合意形成

連携ふるさと雇用事業

県域システム

構築

情報発信

移住相談

支援 ビジネス化

都市部
地 方

移住先集落等

地域定住支援民間組織 地元自治体

情報提供

連携

滋賀県

業務委託

合意形成

連携ふるさと雇用事業

県域システム

構築

情報発信

移住相談

支援 ビジネス化

× ＝

資―総務４
自治振興課
内線3243

予算額：45,739千円


